
 

 

  

 

日進市自治基本条例 条文検証対象課一覧 

 

 

  日進市自治基本条例 

平成１９年 ４月 １日 

条 例 第  ２４ 号 

前文 企画政策課 

わたしたちのまち日進市は 

（略） 

ここに日進市自治基本条例を定めます。 

 

第１章 総則 

（目的）企画政策課 

第１条 この条例は、日進市における自治の基本理念を明らかにするとともに、その

基本となる事項を定め、市民、市議会及び市の執行機関が一体となって市民主体の

自治の実現を図ることを目的とします。 

（条例の位置づけ）企画政策課 総務課 

第２条 この条例は、日進市が定める最高の規範です。日進市における他の条例、規

則等の制定改廃及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、この条例との整

合を図らなければなりません。 

（定義））企画政策課 

第３条 この条例において用いる用語の定義は、次のとおりとします。 

（１）市民 市内に居住する者又は市内で学ぶ者、働く者、事業を営むもの若しくは

活動を行うもの等をいいます。 

（２）協働 共通の目的を持つものが、それぞれの役割と責務を自覚し、相互に補完

し、及び協力することにより、課題解決を図ることをいいます。 

（３）コミュニティ 住民自治組織等地域の問題を自ら解決することを目的とする集

団又はＮＰＯ等の活動内容若しくはテーマを主なつながりとする集団をいいま

す。 

（４）市民自治活動 市民が、住みよいまちづくりをめざし、自主的に行う多様な公

益的活動をいいます。 

 

第２章 自治の基本原則 

 （自治の基本原則）市民協働課 企画政策課 秘書広報課 

第４条 市民主体の自治の基本となる原則は、次のとおりとします。 

（１） 平等な社会 市民、市議会及び市の執行機関は、人権が尊重され、公正、公平

かつ平等な社会の実現に努めます。 

（２）市民主体の自治の推進 市民は、自治の担い手として、それぞれの個性や能力
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を発揮し、自覚と責任を持ってお互いを尊重し支えあいながら、市民主体の自治

を推進します。 

（３）自立した自治体 日進市は、自立した自治体として、国及び愛知県との適切な

役割分担により、民意のもとに自らの判断と責任において、市政を行います。 

（４）協働の原則 市民、市議会及び市の執行機関は、協働して市民主体の自治を推

進します。 

（５）市民の信託による市政 日進市は、市民にとって最も身近な自治体として、市

民からの信託をもとに市政を行います。 

（６）男女共同参画の原則 市民、市議会及び市の執行機関は、男女の平等を基本と

し、共同参画のもとに市民主体の自治を推進します。 

（７）情報共有の原則 市議会及び市の執行機関は、その保有する情報を積極的に公

開し、市民と共有します。   

 

第３章 市民の権利  

（個人の尊厳）市民協働課 

第５条 市民は、年齢、性別、国籍その他社会的地位によるもの等いかなる差別も受

けることなく、平等な個人として尊重されます。 

（平和的生存権）危機管理課 

第６条 市民は、穏やかな暮らしのもと、平和で安全に生きる権利を持ちます。 

（環境権）環境課 

第７条 市民は、良好な環境の中で生きる権利を持ちます。 

（知る権利）総務課 

第８条 市民は、市政について市議会及び市の執行機関の持っている情報を知る権利

を持ちます。 

（個人情報の保護）総務課 

第９条 市民は、個人に関する情報が侵されることのないよう保護される権利を持ち

ます。 

（権利の尊重）企画政策課 

第１０条 前５条に規定する市民の権利については、公共の福祉に反しない限り、最

大の尊重を必要とします。 

 

第４章 市民、市議会及び市長等の役割と責務 

（市民の役割と責務）環境課 秘書広報課 市民協働課 財政課 税務課 収納課 

第１１条 市民は、良好な環境を次の世代に引き継ぐ責任を持ちます。 

２ 市民は、市政の運営に関し、市議会及び市の執行機関を注視し、市民の信託に的

確に応えているかどうかを見守るよう努めます。 

３ 市民は、行政サービスその他市政の執行に要する費用について、応分の負担をし

ます。  

（市議会の役割と責務）議会（議会事務局） 



 

 

  

 

第１２条 市議会は、日進市の意思決定機関として、市民の意思を的確に反映した市

政の実現のために権能を発揮するとともに、市政の運営に関し、市の執行機関を監

視する役割を果たさなければなりません。 

２ 前項に規定する市議会の役割と責務その他議会運営に関して必要な事項は、別に

条例で定めるものとします。 

（市長の役割と責務）企画政策課 人事課 

第１３条 市長は、この条例を遵守し、市民の信託に応え、公正、公平かつ誠実に市

政を運営し、市民主体の自治を推進しなければなりません。  

２ 市長は、市政の総合的かつ計画的な展望及び方針を示し、その実現に取り組まな

ければなりません。 

３ 市長は、市職員を適切に指揮監督し、リーダーシップを発揮して、市政の運営を

行わなければなりません。 

（市職員の役割と責務）人事課 

第１４条 市職員は、市民との信頼関係づくりに努め、市民全体のために、公正、公

平かつ誠実に職務を遂行し、市民主体の自治を推進しなければなりません。 

２ 市職員は、職務の遂行に必要な知識の習得及び能力の向上に取り組まなければな

りません。 

 

第５章 参加と協働 

（市民参加）市民協働課 子育て支援課 市民協働課 

第１５条 市民は、市政に関わる政策等の立案、実施、評価のそれぞれの過程におい

て、自主的に参加することができます。  

２ 子どもは、それぞれの年齢にふさわしいかたちで市政に参加することができ、能

力に応じた役割を果たすことができます。 

３ 市民は、子どもが能力に応じた役割を果たすことができるよう、適切な支援に努

めます。 

４ 市議会及び市の執行機関は、市民が市政に参加する場や機会を多く提供し、誰も

が参加しやすい多様な工夫と環境づくりを行わなければなりません。  

５ 前各項に規定する市民参加に関して必要な事項は、別に条例で定めるものとしま

す。 

（市民自治活動）市民協働課 

第１６条 市民は、それぞれの地域において、住民自治組織等によるコミュニティ活

動を通じ、市民自治活動の推進に努めます。 

２ 市民は、ＮＰＯ等によるコミュニティ活動やボランティア活動を通じ、それぞれ

の役割のもとで、自らできることを考え、行動し、市民自治活動の推進に努めます。 

３ 市民は、コミュニティが市民主体の自治の重要な担い手となることを認識し、こ

れを守り育てるよう努めます。 

４ 市の執行機関は、市民自治活動の自主性及び自立性を尊重し、その活動を支援す

るものとします。 



 

 

  

 

５ 前項に規定する市民自治活動の支援に関して必要な事項は、別に条例で定めるも

のとします。 

（連携）市民協働課 企画政策課 

第１７条 市民は、市民自治活動の推進のため、コミュニティ活動やボランティア活

動等を通じ、市外の人々と広く交流し、連携するよう努めます。 

２ 日進市は、他の自治体と、共通の課題を解決するため、相互に連携するよう努め

ます。 

 

第６章 市政の組織及び運営 

（柔軟な組織の形成）企画政策課 

第１８条 市の執行機関は、市民にわかりやすく、効率的で機能的であるとともに、

横断的で柔軟に対応できる組織体制をつくらなければなりません。 

 （市民本位の市政運営）秘書広報課 企画政策課 

第１９条 市の執行機関は、広報及び広聴の機能を一体的に発揮することにより、市

民の意向を的確にとらえ、市民本位の市政の運営を行わなければなりません。 

 （計画的な市政運営）企画政策課 

第２０条 市の執行機関は、この条例に定める基本理念にのっとって総合計画を定め、

総合的かつ計画的な市政の運営を行わなければなりません。 

（開かれた市政運営）総務課 

第２１条 市議会及び市の執行機関は、市民にわかりやすいかたちでその保有する情

報を積極的に公開し、公正かつ透明性の高い開かれた市政の運営を行わなければな

りません。  

２ 前項に規定する情報公開に関して必要な事項は、別に条例で定めるものとします。  

（個人情報の適切な取扱い）総務課 

第２２条 市議会及び市の執行機関は、個人の権利利益を守るため、その保有する個

人に関する情報を保護しなければなりません。 

２ 前項に規定する個人情報の保護に関して必要な事項は、別に条例で定めるものと

します。 

（適切な行政手続）総務課 

第２３条 市の執行機関は、市政の運営における公正の確保及び透明性の向上を図り、

市民の権利利益を保護するために、適切な処分、行政指導及び届出に関する手続（以

下「行政手続」といいます。）を行わなければなりません。 

２ 前項に規定する行政手続に関して必要な事項は、別に条例で定めるものとします。 

（財政）財政課 

第２４条 市長は、総合計画に基づき中長期的な財政計画を定めるとともに、財源の

確保並びにその効率的な活用及び効果的な配分を行い、最少の経費で最大の効果が

得られるよう行財政改革に努め、健全な財政運営を行わなければなりません。 

２ 市長は、市民に対し、財政に関する計画及び状況を公表し、わかりやすく説明し

なければなりません。 



 

 

  

 

３ 市長は、日進市の保有する財産の適正な管理及び効率的な運用をしなければなり

ません。 

（行政評価）企画政策課 

第２５条 市の執行機関は、市政をより効率的かつ効果的に運営するため、市民参加

のもとに行政評価を実施し、その結果を市政の運営に反映させていかなければなり

ません。 

２ 市の執行機関は、行政評価の結果を市民にわかりやすく公表しなければなりませ

ん。 

 

第７章 住民投票 

（住民投票）企画政策課 

第２６条 市長は、日進市に関わる重要な事項について、住民の意思を確認するため

に、住民投票を実施することができます。 

２ 住民投票は、住民、市議会又は市長の発議があったときに実施します。 

３ 市議会及び市長は、住民投票の結果を尊重しなければなりません。 

４ 前３項に規定する住民投票の発議、投票資格者その他住民投票の実施に関して必

要な事項は、別に条例で定めるものとします。 

 

第８章 条例の遵守等 

（条例の遵守）企画政策課 

第２７条 市民、市議会及び市の執行機関は、この条例を遵守しなければなりません。 

２ 市長は、市政がこの条例に基づいて行われているかどうかを市民参加のもとに検

証し、その結果により、必要な措置をとらなければなりません。 

３ 前２項に規定するこの条例の遵守に関して必要な事項は、別に条例で定めるもの

とします。 

（条例の見直し）企画政策課 

第２８条 市長は、この条例の施行の日から５年以内に、この条例が市民主体の自治

の推進にふさわしいものであるかどうかを市民参加のもとに検証し、その結果によ

り、必要な措置をとらなければなりません。 

２ 市長は、前項の規定により、この条例を検証した日から５年以内に再び検証する

ものとし、以降同様とします。 

３ 前２項に規定するこの条例の見直しに関して必要な事項は、別に条例で定めるも

のとします。 

（委任）企画政策課 

第２９条 この条例の施行に関して必要な事項は、市議会及び市の執行機関が別に定

めるものとします。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行します。 


